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１. 15年  3月期の連結業績(平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日)

(1)連結経営成績 (百万円未満を切捨てて表示しております。)

百万円 ％ 百万円 ％ ％

446,778 10.5 11,643 241.5 154.9

404,294 2.1 3,409 △ 66.8 △ 54.8

１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％

8,281 - 40.80 36.19 8.1 2.7

△ 1,872 - △ 9.54 - △ 1.9 1.2

(注) ①持分法投資損益 15年  3月期 1,610 百万円 14年  3月期  

②期中平均株式数(連結) 15年  3月期 196,141,734 株 14年  3月期  

③会計処理の方法の変更 無

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

(注)期末発行済株式数(連結) 15年  3月期 196,116,570 株 14年  3月期  

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数  41 社   持分法適用非連結子会社数　1 社   持分法適用関連会社数　4 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結(新規) 3 社  (除外) 3 社   持分法(新規) 1 社  (除外) 0 社

２. 16年  3月期の連結業績予想(平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日)

百万円 百万円 百万円

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   35 円 69 銭

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な
   要因によって予想数値と異なる場合があります。

　

  

代 表 者

問合せ先責任者

中 間 期

通    期

15年  3月期

14年  3月期

15年  3月期

14年  3月期

15年  3月期

14年  3月期

15年  3月期

14年  3月期

１株当たり株主資本総  資  産 株  主  資  本 株主資本比率

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物
期  末  残  高

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

％

2.6

1.0

財務活動による

20.9                 

1,304 百万円

196,157,137 株

196,152,923 株

535.45                 

509.53                 

457,559                 

479,261                 

105,290                 

99,945                 

24,294                 

46,849                 

25,432                 

22,049                 

△ 22,526                 

△ 30,103                 

7,000                 

12,043

4,724

220,000                 

460,000                 

6,500                 

15,000                 

△ 25,368                 

13,485                 

23.0                 

売    上    高 経  常  利  益 当  期  純  利  益

3,000                 

営  業  利  益売    上    高 経  常  利  益

当 期 純 利 益

百万円

総 資 本
経常利益率



製品

部品等

製品

連結子会社 非連結子会社

光洋販売(株) KOYO DEUTSCHLAND GMBH KOYO ITALIA S.R.L. (ｲﾀﾘｱ)

KOYO CORPORATION (ﾄﾞｲﾂ) KOYO MANUFACTURING 

OF U.S.A. (ｱﾒﾘｶ) KOYO FRANCE S.A. (ﾌﾗﾝｽ) (PHILIPPINES) CORP. (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ)

KOYO STEERING LYON S.A.S. KOYO (U.K.) LTD. (ｲｷﾞﾘｽ) KOYO ROLAMENTOS DO 

製品 (ﾌﾗﾝｽ) KOYO LATIN AMERICA, S.A. BRASIL LTDA. (ﾌﾞﾗｼﾞﾙ) 製品

KOYO MANUFACTURING  (ﾊﾟﾅﾏ) 他16社

 (THAILAND) CO., LTD. (ﾀｲ) KOYO SINGAPORE BEARING 

KOYO STEERING PTE. LTD. (ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ) 関連会社

(THAILAND) CO., LTD. (ﾀｲ) THAI KOYO CO., LTD. (ﾀｲ) SONA KOYO STEERING 

KOYO STEERING DIJON HYDROPERFECT SYSTEMS LTD. (ｲﾝﾄﾞ)

SAINT ETIENNE S.A.S. (ﾌﾗﾝｽ) INTERNATIONAL S.A. (ﾌﾗﾝｽ) 他6社

EUROPA-KOYO B.V.  (ｵﾗﾝﾀﾞ) 他9社

製品 製品 製品

製品 連結子会社 非連結子会社 連結子会社 製品

KOYO ROMANIA S.A. (ﾙｰﾏﾆｱ) 栄光精密大連有限公司 (中国) KOYO BEARINGS 

(EUROPE) LTD. (ｲｷﾞﾘｽ)

連結子会社 非連結子会社

ダイベア(株)＊ 光洋熱処理(株) トキオ精工(株) 他1社 原材料

宇都宮機器(株) 無錫光洋軸承有限公司 (中国)

日本ニードルローラー製造(株) 他2社 関連会社 部品等

光洋メタルテック(株) (株)ナカテツ

(株)タイホー 他2社

連結子会社 非連結子会社

製品 光洋機械工業(株) KOYO MACHINERY U.S.A., コーキ・クリエイト(株) 他3社 製品

光洋サーモシステム(株) INC. (ｱﾒﾘｶ)

製品 非連結子会社

T&K AUTOPARTS SDN. BHD. 無錫光洋機床有限公司 (中国)

(ﾏﾚｰｼｱ) 他3社

製品

連結子会社 部品等

製品 非連結子会社 光洋電子工業(株)

TAIWAN KOYO ELECTRONICS 製品

INDUSTRIES CO., LTD. (台湾) 連結子会社 非連結子会社

製品 AUTOMATIONDIRECT.COM KOYO ENCODER, INC. (ｱﾒﾘｶ)

INC. (ｱﾒﾘｶ)

製品 関連会社 部品等

富士機工(株)

非連結子会社

製品 光洋(無錫)密封科技有限公司 原材料 連結子会社

製品 (中国) 光洋シーリングテクノ(株) 製品

製品 関連会社 部品等

TRW KOYO STEERING 

SYSTEMS CO. (ｱﾒﾘｶ) サービス関係その他

パートナーシップ 連結子会社 非連結子会社

連結子会社 KOYO STEERING EUROPE コーヨーサービス(株) 他9社

KOYO DELAWARE INC. (ｱﾒﾘｶ) S.A.S. (ﾌﾗﾝｽ) 関連会社

(株)久永

 ＊ (株)大阪証券取引所市場第2部に上場しております。

企   業   集   団   の   状   況

得

意

先

トヨタ自動車(株)

その他の関連会社

製品

部品 

光

洋

精

工

(株)
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 経 営 方 針 

 
１．経営の基本方針 
当社グループは、 
①マーケットから発想し、最高の技術・品質・サービスを提供する。 
②新しい価値を創造し、企業価値を高め、豊かな人間社会づくりを志向する。 
③人を活かし、一人ひとりの可能性と働きがいを大切にする。 
 以上を経営の基本姿勢として、ベアリング、ステアリング、その他多彩な商品群の開発を通じて、 
グローバル優良企業としての地位を確保するとともに、地球環境の保全と国際社会への貢献を目指 
してまいります。 

 
２．中長期経営戦略 
当社グループは、総合力を高め、環境変化に対応した事業の成長性と安定した収益性の確保を図 
るため、重点的な資源配分を行うとともに、さらに徹底した構造改革を引き続き進めてまいります。 

   ベアリング部門につきましては、 
①重点分野の商品戦略の展開 
②技術開発力の強化 
③グローバル供給・調達体制の構築 

  ステアリング部門につきましては、グローバルシステムサプライヤーとして、 
①省エネステアリングシステムに代表される先端技術の開発力強化 
②グローバル開発・生産・調達体制の強化 
③市場優位の製品開発（コスト･性能･品質） 
 その他の部門につきましては、ベアリング製造で培った精密加工技術をもとに、多様な商品展開 
を図り、当社グループの優位性を活かした事業の選択と集中を行ってまいります。 
  また全ての部門において、品質優先を方針として掲げ、より一層の取り組みを進めてまいります。 

 
３．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
当社では、基本方針および業務執行に関する決定・展開に関しては、取締役会および監査役会に 

    よる監査、各種役員会（専務会、常務会、経営会議、関係会社社長会等）を通して、法律・社内規 
定との照応を行っております。 特にコンプライアンス関係については、輸出管理委員会、地球環 
境保全委員会および企業行動監理委員会等を設置して取り組んでおります。 また、従業員に対し 
ては「企業行動基準」を制定、その徹底をはかり、企業倫理の向上に努めております。 

   
４．利益配分に関する基本方針 
当社は、安定的な配当の継続および今後の事業展開のための内部留保の充実を基本として、業績 
および配当性向等を総合的に勘案し、株主の皆様のご期待におこたえしてまいりたいと考えており 
ます。 

 
５．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

  当社株式投資単位の引下げにつきましては、今後、株式市場の動向や当社の業績および株価等を 
総合的に考慮し、慎重に検討を進めてまいる所存であります。 
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 経 営 成 績 

 

１．当期の概況 

当期におけるわが国経済は、外需に支えられ輸出が増加するなど、一部に好転の兆しがありました

ものの、設備投資の減少や雇用情勢の悪化等による個人消費の落ち込みなどから、極めて不透明感の

強い景況に推移いたしました。 

一方海外におきましては、米国経済が回復基調であったことから、アジア経済にも緩やかな拡大が

見られましたが、期の後半にかけては、欧州を含め世界的に景気停滞の様相が深まってまいりました。 

このような経営環境の中で、当社グループといたしましては、生産体制の効率化を進めるとともに、

品質管理体制および研究開発体制の強化を図ってまいりました結果、連結売上高は４,４６７億７８百

万円と前期に比べ４２４億８４百万円、率にして１０.５％の増収となりました。 

 製品部門別に見ますと、   

 ベアリング部門では、自動車業界向けをはじめとして好調に推移し、国内・海外ともに増加、 

２,１１５億６９百万円と前期に比べ５.９％の増収となりました。 

ステアリング部門では、電動パワーステアリングの販売が欧州を中心として順調に拡大したことな

どにより、１,７９８億４０百万円と前期比２１.６%の増収となりました。 

 その他の部門では、ＩＴ業界向けの工業炉が減少し、５５３億６９百万円と前期に比べわずかなが

ら減収となりました。 

収益面につきましては、売上高の増加や原価低減に努めました結果、連結経常利益は１２０億４３

百万円、連結当期純利益は８２億８１百万円とそれぞれ前期に比べ増益となりました。 

連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは２５４億３２百万

円の資金の増加であり、前期に比べ３３億８３百万円の増加となりました。また、投資活動によるキ

ャッシュ・フローは２２５億２６百万円の資金の減少であり、固定資産の取得による支出が減少した

ことなどにより前期に比べ７５億７６百万円の増加となりました。一方、財務活動によるキャッシュ・

フローは２５３億６８百万円の資金の減少であり、前期に比べ３８８億５４百万円の減少となりまし

た。 これらに新規連結に伴う増加額および換算差額の減少を加減算しました結果、当期末における現

金及び現金同等物は２４２億９４百万円となり、前期に比べ２２５億５５百万円の減少となりました。 

当期の配当につきましては、期末配当金を１株につき３円とし、中間配当金（１株につき３円）と

あわせ、年間として１株につき６円とさせていただく予定であります。 

２．次期の見通し 

今後の見通しといたしましては、不安定な国際情勢下において、米国経済の動向のみならず、その

影響によるアジア経済・ヨーロッパ経済の先行きに懸念も強く、また、わが国におきましても、堅調

であった輸出にも陰りが出ることが予想され、加えてデフレ経済のもと設備投資や個人消費の拡大に

よる自立的回復は多くを望めず、当社を取り巻く経営環境は、さらに厳しいものになると予想されま

す。このような状況に対処するため、コスト競争力および技術開発力の強化とともに、品質管理体制

の一層の充実を図り、変化の激しい経営環境に対応できる強固な収益基盤の確立に努めてまいります。 

通期の業績につきましては、連結売上高４,６００億円、連結経常利益１５０億円、連結当期純利益 

７０億円を見込んでおります。 
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 連    結    貸    借    対    照    表 

                                                                                   （単位  百万円） 

 
科               目 

当          期 

(15.3.31 現在) 

前          期 

(14.3.31 現在) 増           減 
 

 （資 産 の 部）     

  流  動  資  産       ２３４,８７０       ２４８,８２０     △  １３,９５０  

 現 金 及 び 預 金         ２４,６９５         ４３,２３８     △  １８,５４３  

 受取手形及び売掛金       １１８,２０３       １０３,５８６         １４,６１６  

 有 価 証 券              １５４           ４,１４９     △    ３,９９５  

 棚 卸 資 産         ７０,７６１         ７８,５８５     △    ７,８２４  

 繰 延 税 金 資 産           ６,８８５           ４,６６７           ２,２１８  

 そ の 他         １４,７８２         １５,２５６     △       ４７３  

 貸 倒 引 当 金     △       ６１２     △       ６６４                ５２  

  固  定  資  産       ２２２,６８９       ２３０,４４１     △    ７,７５１  

   有 形 固 定 資 産       １７０,７９９       １７７,０３１     △    ６,２３１  

 建 物 及 び 構 築 物         ４４,７１４         ４５,５６７     △       ８５２  

 機械装置及び運搬具         ８５,３９９         ９０,０１３     △    ４,６１３  

 工 具 器 具 備 品           ６,００６           ５,９３９                ６７  

 土 地         ２７,１２９         ２７,４７０     △       ３４１  

 建 設 仮 勘 定           ７,５４９           ８,０４１     △       ４９１  

   無 形 固 定 資 産           ２,２１９           １,４３２              ７８６  

 そ の 他           ２,２１９           １,４３２              ７８６  

   投資その他の資産         ４９,６７０         ５１,９７７     △    ２,３０６  

 投 資 有 価 証 券         ２５,８９２         ２６,１６２     △       ２７０  

 出 資 金           ９,７３７           ９,３１７              ４１９  

 長 期 貸 付 金           １,０４３           １,０２２                ２０  

 繰 延 税 金 資 産         １１,８４９         １３,９８６     △    ２,１３７  

 そ の 他           ２,８６４           ２,９２３     △         ５９  

 貸 倒 引 当 金     △       ５７９     △       ３９９     △       １７９  

 投 資 損 失 引 当 金     △    １,１３５     △    １,０３６     △         ９９  

 資 産 合 計       ４５７,５５９       ４７９,２６１     △  ２１,７０１  
 
（注） 
１． 受取手形割引高 
２．受取手形裏書譲渡高 
３．有形固定資産の減価償却累計額 
４．保証債務 
経営指導念書差入 

５．自己株式の数 
６．連結子会社の所有する 

親会社株式の数 

当    期 
９４６ 百万円 
４２ 百万円 

３６１,０３９ 百万円 
１,４４１ 百万円 
３６４ 百万円 
５８,６１４ 株 

 
－ 株 

前    期 
１,１４６ 百万円 
６３ 百万円 

３５２,４８７ 百万円 
３,０３８ 百万円 
５３１ 百万円 
６,２６１ 株 

 
１６,０００ 株 
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                                                                                   （単位  百万円） 

 
    科               目 

当          期 

(15.3.31 現在) 

前          期 

(14.3.31 現在)     増           減 
 

 （負 債 の 部）     

  流  動  負  債       ２１９,９９９       ２５３,０７５     △   ３３,０７６  

 支払手形及び買掛金         ９０,０８２         ９５,６８８     △     ５,６０６  

 短 期 借 入 金         ７９,８８９         ８３,３５１     △     ３,４６１  

 一年以内返済長期借入金           ６,３５６           ４,７２６            １,６３０  

 一 年 以 内 償 還 社 債                  －         １５,０００     △   １５,０００  

 一年以内償還転換社債                  －         １９,９９９     △   １９,９９９  

 未 払 金         １５,８６４         １２,４０９            ３,４５４  

 未 払 費 用         １９,１４９         １６,４８８            ２,６６０  

 未 払 法 人 税 等           ４,１０２           １,９０８            ２,１９３  

 そ の 他           ４,５５３           ３,５０２            １,０５１  

  固  定  負  債       １２３,７６７       １１７,１７１            ６,５９６  

 社 債         ３０,０００         ２０,０００          １０,０００  

 転 換 社 債         ２０,０００         ２０,０００                   －  

 長 期 借 入 金         ３０,２９９         ２７,０４４           ３,２５４  

 繰 延 税 金 負 債           １,４５１           １,２０６               ２４４  

 退 職 給 付 引 当 金         ３９,４７８         ４６,９２７     △     ７,４４９  

 役員退職慰労引当金           １,１０３           １,３２６     △        ２２２  

 連 結 調 整 勘 定              ２８７                  ５               ２８２  

 そ の 他           １,１４７              ６６１               ４８６  

 負 債 合 計       ３４３,７６７       ３７０,２４７     △   ２６,４８０  

 少 数 株 主 持 分           ８,５０２           ９,０６８     △        ５６６  

 （資 本 の 部）     

  資      本      金         ２５,８９３         ２５,８９３                   －  

  資  本  剰  余  金         ６０,６６４         ６０,６６４                   －  

  利  益  剰  余  金         ２４,９８７         １７,５３３            ７,４５３  

  その他有価証券評価差額金           ２,３２９           ２,９１２     △        ５８３  

  為替換算調整勘定     △    ８,５５１     △    ７,０４６     △     １,５０５  

  自  己  株  式      △         ３２     △         １３     △          １９  

 資 本 合 計       １０５,２９０         ９９,９４５            ５,３４４  

   負債､少数株主持分及び資本合計       ４５７,５５９       ４７９,２６１     △   ２１,７０１  
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 連 結 損 益 計 算 書 

                                                                              (単位  百万円) 

  

科              目 

当       期 

14.4. 1 から 

15.3.31 まで 

前       期 

13.4. 1 から 

14.3.31 まで 

 

   増        減 

 

      

     売 上 高    ４４６,７７８    ４０４,２９４      ４２,４８４  

     売 上 原 価    ３７２,２９４    ３４１,９３７      ３０,３５６  

 売 上 総 利 益      ７４,４８４      ６２,３５６      １２,１２７  

     販売費及び一般管理費      ６２,８４０      ５８,９４６        ３,８９４  

 営 業 利 益      １１,６４３        ３,４０９        ８,２３３  

     営  業  外  収  益     

 受 取 利 息 配 当 金           ５１３           ５９９    △       ８６  

 持分法による投資利益        １,６１０        １,３０４           ３０５  

 雑 収 入        ２,２８２        ３,５８２    △  １,３００  

     営  業  外  費  用     

 支 払 利 息        ３,１８２        ３,６０７    △     ４２４  

 雑 損 失           ８２２           ５６５           ２５７  

 経 常 利 益      １２,０４３        ４,７２４        ７,３１９  

    特   別   利   益     

 固 定 資 産 売 却 益           ３０６           ３６８    △       ６２  

 厚生年金基金代行部分返上益        ８,８７９               －        ８,８７９  

 そ の 他           ４３３           ４８８    △       ５４  

    特   別   損   失     

 固 定 資 産 除 却 損        １,０８１           ５３２           ５４８  

 有 価 証 券 等 評 価 損        １,４８３        ２,１４１    △     ６５８  

 棚 卸 資 産 廃 棄 損        ２,５５７               －        ２,５５７  

 そ の 他        ２,５９１        ２,３６３           ２２７  

 税金等調整前当期純利益      １３,９４９           ５４３      １３,４０６  

    法人税､住民税及び事業税        ５,３００        ２,８５６        ２,４４４  

    法 人 税 等 調 整 額           ６１４    △     ４７５        １,０９０  

    少 数 株 主 利 益    △     ２４６             ３４    △     ２８１  

 当 期 純 利 益        ８,２８１    △  １,８７２      １０,１５３  
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 連   結   剰   余   金   計   算   書 

                                                                              (単位  百万円) 

  

科              目 

当    期 

14.4. 1 から 

15.3.31 まで 

前    期 

13.4. 1 から 

14.3.31 まで 

 

     

 ( 資 本 剰 余 金 の 部 )  

 

   

 資 本 剰 余 金 期 首 残 高     ６０,６６４     ６０,６６４ 

    

 資 本 剰 余 金 期 末 残 高     ６０,６６４     ６０,６６４ 

    

 ( 利 益 剰 余 金 の 部 ) 

 

   

 利 益 剰 余 金 期 首 残 高     １７,５３３     ２２,０９７ 

    

 利 益 剰 余 金 増 加 高       ８,９７９              － 

   当 期 純 利 益       ８,２８１              － 

   ルーマニア連結子会社のインフ 

   レーション会計に基づく増加額 
         ６９８              － 

    

 利 益 剰 余 金 減 少 高       １,５２６       ４,５６３ 

   配 当 金       １,１７６       １,１７６ 

   役 員 賞 与          ２５２          ２７１ 

   連結子会社増加に伴う減少額            ８１       １,２４２ 

   持分法適用会社増加に伴う減少額            １５              － 

   当 期 純 損 失                 －       １,８７２ 

     

 利 益 剰 余 金 期 末 残 高     ２４,９８７     １７,５３３ 
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 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 

                                                                            (単位  百万円) 

  

科        目 

当    期 

14.4. 1 から 

15.3.31 まで 

前    期 

13.4. 1 から 

14.3.31 まで 

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       
   税金等調整前当期純利益  １３,９４９   ５４３  

   減価償却費  ２３,１４９   ２３,３８７  

   有価証券売却益 △ ６  △ ９  

   退職給付引当金の増加額 (△減少額) △ ７,６２９   ８２  

   持分法による投資利益 △ １,６１０  △ １,３０４  

   売上債権の減少額 (△増加額) △ １３,２９８   １１,４４７  

   棚卸資産の減少額  ７,８３７   ６,１８０  

   仕入債務の減少額 △ ４,５１２  △ １１,５６１  

   受取利息配当金 △ ５１３  △ ５９９  

   支払利息  ３,１８２   ３,６０７  

   役員賞与の支払額 △ ２８９  △ ３１３  

   その他  １１,００３  △ ２,９１８  

       小    計  ３１,２６３   ２８,５４０  

   利息及び配当金の受取額  ５６９   ２,５７５  

   利息の支払額 △ ３,３０１  △ ３,７２４  

   法人税等の支払額 △ ３,０９８  △ ５,３４２  

        営業活動によるキャッシュ・フロー  ２５,４３２   ２２,０４９  

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

   定期預金の預入による支出 △ ６８２  △ ６４３  

   定期預金の払戻による収入  ６６９   ８５０  

   有価証券の取得による支出 △ １２３  △ １１９  

   有価証券の売却による収入  １２６   １,１２３  

   固定資産の取得による支出 △ ２４,０３５  △ ２８,６６０  

   固定資産の売却による収入  ５,５７９   １,２７１  

   投資有価証券の取得による支出 △ ３,３５６  △ ５,１２６  

   貸付による支出 △ ８４  △ ２７８  

   貸付金の回収による収入  １５６   ３７９  

   その他 △  ７７６   １,１００  

        投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２２,５２６  △ ３０,１０３  

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

   短期借入金の純増減額 △ ４,７７９   ３,８３６  

   長期借入による収入  １２,６５８   １７,２７６  

   長期借入金の返済による支出 △ ７,５１５  △ ６,１７５  

   社債の発行による収入  １０,０００   －  

   社債の償還による支出 △ ３４,９９９   －  

   ファイナンス・リース債務の返済による支出  －  △ １６１  

   自己株式の増加額 △ ２４  △ ２  

   親会社による配当金の支払額 △ １,１７６  △ １,１７６  

   少数株主への配当金の支払額 △ ６０  △ １１１  

     少数株主の出資引受による払込額  ５２８   －  

        財務活動によるキャッシュ・フロー △ ２５,３６８   １３,４８５  

 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ １４２   ４１１  

 Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 (△減少額) △ ２２,６０５   ５,８４２  

 Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  ４６,８４９   ４０,４９０  

 Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  ４９   ５１６  

 Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  ２４,２９４   ４６,８４９  
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 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数は４１社(国内１６社、海外２５社)であり、これらはいずれも主要な子会社 

であります。 

  主要会社名  ダイベア(株)、光洋電子工業(株)、光洋機械工業(株)、光洋販売(株)、 

              光洋サーモシステム(株)、光洋シーリングテクノ(株)、 

              KOYO CORPORATION OF U.S.A.(ｱﾒﾘｶ)、KOYO BEARINGS(EUROPE) LTD.(ｲｷﾞﾘｽ) 

なお、当期における連結子会社の異動は次の通りであります。 
(1) 光洋軸承大連有限公司(中国)は、前期において連結子会社でありました光洋(大連)精 
密軸承有限公司(中国)を吸収合併したため、当期より連結の範囲に含めております。 

(2) 前期において連結子会社でありました光洋精圧(株)は、同じく前期において連結子会 
社でありました伊勢精機(株)を吸収合併し、光洋メタルテック(株)に社名変更してお 
ります。 
(3) 前期において連結子会社でありましたSOCIETE DE MECANIQUE D’IRIGNY S.A.(ﾌﾗﾝｽ)は、 
同じく前期において連結子会社でありましたKOYO STEERING EUROPE S.A.S.(ﾌﾗﾝｽ)を   

    吸収合併し、KOYO STEERING EUROPE S.A.S.(ﾌﾗﾝｽ)に社名変更しております。 

(4) 当期において、(株)ファーベスおよびKOYO STEERING LYON S.A.S.(ﾌﾗﾝｽ)を設立(KOYO 

STEERING EUROPE S.A.S.(ﾌﾗﾝｽ)を会社分割したことによる)し、連結の範囲に含めてお 

ります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社１社（KOYO ITALIA S.R.L.(ｲﾀﾘｱ)）および関連会社４社(富士機工(株)、SONA 
KOYO STEERING SYSTEMS LTD.(ｲﾝﾄﾞ)、TRW KOYO STEERING SYSTEMS CO.(ｱﾒﾘｶ)、KENTUCKY  
ADVANCED FORGE, LLC(ｱﾒﾘｶ)）に対する投資について持分法を適用しております｡ 
なお、KENTUCKY ADVANCED FORGE, LLC(ｱﾒﾘｶ)については、重要性が増したため、当期より 
持分法適用会社に含めております。 
 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結決算日との間に生じた主要取引の調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

    (1)  重要な資産の評価基準及び評価方法 

         有価証券のうち、時価のあるものについては、連結決算日の市場価格に基づく時価法（評 

         価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）で、時価のな 

         いものについては、移動平均法による原価法であります。 

         棚卸資産は主として移動平均法による原価法であります｡ 

    (2)  重要な減価償却資産の減価償却の方法 

         有形固定資産・・・・主として定率法 

                             ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を 

                             除く)については、定額法を採用しております。 

         無形固定資産・・・・定額法 

                             なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能 

                             期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

    (3)  重要な引当金の計上基準 

      (a)  貸倒引当金 

             期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実 

             績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収 

             不能見積額を計上しております。 

      (b)  投資損失引当金 

             非連結子会社および関連会社に対する出資額の損失に備えるため､ 回収不能見込額を 

             計上しております｡ 

      (c)  退職給付引当金 

             従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額 
             に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。    
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      (d)  役員退職慰労引当金 

             当社および一部の子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期 

             末要支給額のうち、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

    (4)  リース取引の処理方法 

         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

         については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

    (5)  消費税等の会計処理 

         税抜方式 

    (6)  自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

         「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成１４ 

年２月２１日 企業会計基準第１号）が平成１４年４月１日以降に適用されることになっ 

たことに伴い、当期より同会計基準を適用しております。 この変更に伴う損益に与える 

影響はありません。 なお、連結財務諸表規則の改正により、当期における貸借対照表の 

資本の部および連結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成、 

また、前期についても改正後の表示区分に組み替えております。 

(7)  １株当たり当期純利益に関する会計基準等 

         「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成１４年９月２５ 

日 企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」 

（企業会計基準委員会 平成１４年９月２５日 企業会計基準適用指針第４号）が平成 

１４年４月１日以降に適用されることになったことに伴い、当期より同会計基準および 

同適用指針を適用しております。 なお、当期において従来と同様の方法によった場合の 

「１株当たり当期純利益」は４２円２２銭となります。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

        連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております｡ 

 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は､ 連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に 

基づいて作成しております｡ 

 

８．連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

    (1) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

        連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時 

        引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス 

        クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

(2) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 当     期 前     期 

現金及び預金勘定 ２４,６９５百万円 ４３,２３８百万円 

有価証券勘定 １５４百万円 ４,１４９百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △     ４３１百万円 △     ４１８百万円 

株式及び償還期間が３ヶ月を超える債券等 △     １２３百万円 △     １２０百万円 

現金及び現金同等物 ２４,２９４百万円 ４６,８４９百万円 

 

 
(追加情報) 
   厚生年金基金の代行部分の返上について 
     当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成１４年５月１６日 
付で厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。 

     なお、当社は、｢退職給付会計に関する実務指針(中間報告)｣(日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 
１３号) 第４７-２項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務お 
よび返還相当額の年金資産の消滅を認識しております。 
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 セ グ メ ン ト 情 報 

 
  １．事業の種類別セグメント情報 
      下記の理由により記載を省略しております。 
        (1) 機械器具部品部門の売上高が、全セグメントの売上高合計の９０％超であるため。 
        (2) 機械器具部品部門の営業利益が、営業利益の生じているセグメントの営業利益の合計額の 
            ９０％超であるため。 
        (3) 機械器具部品部門の資産が、全セグメントの資産合計の９０％超であるため。 
 
  ２．所在地別セグメント情報 
      １５年３月期（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）           （単位  百万円） 

   
日本 

 
欧州 

 
北米 
その他 
の地域 

 
計 
消  去 
又  は 
全  社 

 
連   結 

 

 Ⅰ．売上高及び営業損益         

  売    上    高         

 (1) 外部顧客に対する売上高  256,559 123,022 43,427 23,768 446,778 - 446,778  

 (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
又 は 振 替 高 

77,210 2,325 1,244 4,266 85,047 ( 85,047) - 
 

  計 333,770 125,347 44,672 28,035 531,826 ( 85,047) 446,778  

     営  業  費  用 320,299 128,826 44,687 26,604 520,417 ( 85,282) 435,135  

     営  業  利  益 13,471 ( 3,478) (    15) 1,430 11,408    234 11,643  

 Ⅱ．資    産 401,387 106,635 39,992 24,323 572,338 (114,778) 457,559  

  (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
      ②各区分に属する主な国又は地域 
        (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
        (2)北        米……アメリカ、カナダ 
        (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
 
      １４年３月期（平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）           （単位  百万円） 

   
日本 

 
欧州 

 
北米 
その他 
の地域 

 
計 
消  去 
又  は 
全  社 

 
連   結 

 

 Ⅰ．売上高及び営業損益         

  売    上    高         

 (1) 外部顧客に対する売上高  250,212 97,457 34,464 22,158 404,294 - 404,294  

 (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
又 は 振 替 高 

68,637 1,836 1,269 3,937 75,681 ( 75,681) - 
 

  計 318,850 99,294 35,733 26,096 479,975 ( 75,681) 404,294  

     営  業  費  用 312,329 100,358 36,900 25,416 475,005 ( 74,120) 400,884  

     営  業  利  益 6,521 ( 1,064) ( 1,166) 680 4,970 (  1,560) 3,409  

 Ⅱ．資    産 423,584 93,060 45,446 24,879 586,971 (107,709) 479,261  

  (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
      ②各区分に属する主な国又は地域 
        (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
        (2)北        米……アメリカ、カナダ 
        (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
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  ３．海外売上高 
 
      海外売上高、連結売上高および連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります｡ 
 
      １５年３月期（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） 
                                  欧   州         北   米     その他の地域          計 
        ① 海外売上高         120,493百万円   50,431百万円   51,583百万円   222,508百万円 
        ② 連結売上高                                                         446,778百万円 
        ③ 連結売上高に占める 
           海外売上高の割合          27.0％          11.3％          11.5％          49.8％ 
    （注）①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
          ②各区分に属する主な国又は地域 
            (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
            (2)北        米……アメリカ、カナダ 
            (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
          ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
 
      １４年３月期（平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで） 
                                  欧   州         北   米     その他の地域          計 
        ① 海外売上高          95,509百万円   40,263百万円   47,068百万円   182,841百万円 
        ② 連結売上高                                                         404,294百万円 
        ③ 連結売上高に占める 
           海外売上高の割合          23.6％          10.0％          11.6％          45.2％ 
    （注）①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
          ②各区分に属する主な国又は地域 
            (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、ルーマニア、スペイン 
            (2)北        米……アメリカ、カナダ 
            (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア 
          ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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 有 価 証 券 

 
 １５年３月期(平成１５年３月３１日現在) 
 
1.その他有価証券で時価のあるもの                                              （単位  百万円） 

  
区      分 

 
取 得 原 価 

連結貸借対照表 
計    上    額 

 
差    額 

 

  連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの     
           株      式      ２,６７０      ７,１８５    ４,５１５  
           債      券         １０６       １１７         １１  
           そ  の  他         １２９         １３２           ２  
           小      計      ２,９０６      ７,４３５    ４,５２９  
  連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの     
           株      式      ２,７８６      ２,３６１  △   ４２４  
           債      券      １３４      １３３  △       １  
           そ  の  他         １７１         １２４  △     ４７  
           小      計      ３,０９２      ２,６１９  △   ４７３  
 合      計    ５,９９９    １０,０５５    ４,０５６  

 

２.当期中に売却したその他有価証券 
売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
 

３.時価評価されていない主な有価証券                     （単位  百万円） 

 種      類 連結貸借対照表計上額  
  その他有価証券   
           非上場株式（店頭売買株式を除く）              ２６１  
           ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ                ３０  
           優先出資証券           １,０００  
 合      計           １,２９１  

 
４.その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額          （単位  百万円） 

 種      類 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超  
  債  券      
          社  債          ３０        １０１            －            －  
          その他        １１９            －            －            －  
  その他            －            －            －            －  
 合      計        １４９        １０１            －            －  

 

 

１４年３月期(平成１４年３月３１日現在) 
 
1.その他有価証券で時価のあるもの                                              （単位  百万円） 

  
区      分 

 
取 得 原 価 

連結貸借対照表 
計    上    額 

 
差    額 

 

  連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの     
           株      式      ２,８８９      ８,８６２    ５,９７２  
           債      券         ８１         ９３         １２  
           そ  の  他             －             －           －  
           小      計      ２,９７０      ８,９５６    ５,９８５  
  連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの     
           株      式      ３,９５６      ３,０１７  △   ９３９  
           債      券      １５９      １５６  △       ３  
           そ  の  他         ３０９         ２７５  △     ３３  
           小      計      ４,４２６      ３,４４９  △   ９７６  
 合      計    ７,３９６    １２,４０５    ５,００９  
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２.当期中に売却したその他有価証券 
売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
 

３.時価評価されていない主な有価証券                     （単位  百万円） 

 種      類 連結貸借対照表計上額  
  その他有価証券   
           非上場株式（店頭売買株式を除く）              ２８７  
           ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ                ３０  
           ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ           ３,９９８  
           優先出資証券           １,０００  
 合      計           ５,３１７  

 
４.その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額          （単位  百万円） 

 種      類 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超  
  債  券      
          社  債     ３,９９８        １２５            ５            －  
          その他        １１９            －            －            －  
  その他            －            －            －            －  
 合      計     ４,１１８        １２５            ５            －  

 
 
 
 関 連 当 事 者 と の 取 引 

 
親会社及び法人主要株主等 
 

関 係 内 容  

属 性 
会社等

の名称 

 

住所 
資本金 

(百万円) 

事 業 の 

内    容 

議決権等の 

被所有割合 
役員の 

兼任等 

事 業 上 

の 関 係 

取 引の

内 容 

取引金額 

(百万円) 

 

科 目 
期末残高 

(百万円) 

 

その他の

関係会社 

トヨタ 

自動車 

(株) 

 

愛知県 

豊田市 

 

 

397,049 

 

自動車等の 

製造・販売 

直接 

24.9％ 

間接 

0.3％ 

兼任 

2 人 

転籍 

6 人 

当社製品･購入

製品の販売 

ﾄﾖﾀ自動車(株) 

からの原材料･ 

部 品 の 仕 入 

 

ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ 

等の販売 

 

 

57,078 

 

 

売掛金 

 

 

5,512 

(注)取引条件及び取引条件の決定方針等 

1. 販売取引については、市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の上、 

決定しております。 

2. 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 
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平成１５年３月期   個別財務諸表の概要                平成 15 年 5 月 16 日 

上 場 会 社 名        光洋精工株式会社                     上場取引所      東 大 名 
コ ー ド 番 号        6473                                              本社所在都道府県   大 阪 府 
（ＵＲＬ  http://www.koyo-seiko.co.jp/ ） 
代  表  者 役職名 取締役社長  氏名 田 紘司 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役  氏名 妹尾 泰輔        ＴＥＬ（06）6271－8261 
決算取締役会開催日 平成 15 年 5 月 16 日           中間配当制度の有無            有 
定時株主総会開催日 平成 15 年 6 月 27 日           単元株制度採用の有無  有(１単元1,000 株)  
 
１． 15 年 3 月期の業績(平成 14 年 4 月 1 日～平成15 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                      （百万円未満は切捨てて表示しております。） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

301,093 
286,158 

5.2 
0.9 

10,317 
3,881 

165.8 
△25.9 

11,312 
5,421 

108.7 
△14.4 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経常利益率 
売 上 高 

経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

4,462 
1,788 

149.4 
－ 

22.30 
9.12 

19.80 
7.73 

3.8 
1.5 

3.2 
1.5 

3.8 
1.9 

(注) ①期中平均株式数 15 年 3 月期 196,149,734 株          14 年 3 月期 196,173,137 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

6.00 
6.00 

3.00 
3.00 

3.00 
3.00 

1,176 
1,177 

26.4 
65.8 

1.0 
1.0 

(注) 15 年 3 月期期末配当金の内訳    記念配当 0 円 00 銭、  特別配当 0 円 00 銭 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

342,644 
367,131 

119,795 
117,083 

35.0 
31.9 

610.81 
596.85 

(注) ①期末発行済株式数   15 年 3 月期 196,124,570 株 14 年 3 月期 196,168,923 株 
     ②期末自己株式数     15 年 3 月期    50,614 株 14 年 3 月期    6,261 株 
 
２．16 年 3 月期の業績予想(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 
通   期 

146,000 
300,000 

5,300 
13,000 

2,500 
6,000 

 3.00 
――― 

――― 
  3.00 

――― 
6.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 30 円 59 銭 
 
※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は 
今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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 貸      借      対      照      表  

（単位  百万円） 

 当          期 前          期  

 
科         目 

(15.3.31 現在) (14.3.31 現在) 
増           減 

 

 （ 資 産 の 部 ）     

  流  動  資  産   １３９,７８３   １６２,６５８ △  ２２,８７５  

 現 金 及 び 預 金 １０,８７９ ３０,９１９ △ ２０,０４０  

 受 取 手 形 ２,８６４ ３,３５３ △      ４８８  

 売 掛 金 ８７,６５３ ８５,３５０      ２,３０３  

 有 価 証 券   １１９ ４,１１８ △  ３,９９８  

 商 品 ４４１ ７８７ △    ３４５  

 製 品 ９,３５３ ９,５６７ △      ２１４  

 原 材 料 １,３０１ １,３１６ △     １４  

 仕 掛 品 １１,２５７ １３,２３１ △    １,９７３  

 貯 蔵 品 ３,３８０ ３,５６７ △    １８６  

 前 払 費 用 ２９  ８           ２０  

 繰 延 税 金 資 産 ２,９４４ １,５６１    １,３８２  

 未 収 入 金  ８,２８３  ８,１３７        １４６  

 そ の 他 １,３６４ ９６１ ４０３  

 貸 倒 引 当 金 △        ９１ △       ２２２ １３１  

  固  定  資  産   ２０２,８６１   ２０４,４７２ △  １,６１０  

   有 形 固 定 資 産     ８０,７１６     ８５,５０５ △    ４,７８８  

 建 物 １８,５１５ １９,６８７ △  １,１７１  

 構 築 物 １,２４１ １,３５３ △       １１１  

 機 械 及 び 装 置 ３８,４３５ ４１,５１５ △    ３,０７９  

 車 輌 運 搬 具 ３６４ ３７８ △     １４  

 工 具 器 具 備 品 ３,０６５ ３,３５０ △    ２８４  

 土 地 １６,５５３ １６,８７０ △    ３１６  

 建 設 仮 勘 定 ２,５４０ ２,３４９        １９０  

   無 形 固 定 資 産       １,０５７          ６４３          ４１４  

 ソ フ ト ウ ェ ア 等 １,０５７ ６４３ ４１４  

   投資その他の資産   １２１,０８７   １１８,３２３      ２,７６３  

 投 資 有 価 証 券 １０,９５０ １３,２１９ △  ２,２６９  

 関 係 会 社 株 式 ９７,３０４ ９０,６９７  ６,６０６  

 出 資 金 １７３ １７３   －  

 関 係 会 社 出 資 金 １０,１３８ ９,４３８   ６９９  

 長 期 前 払 費 用 ４１６ ２０１ ２１４  

 繰 延 税 金 資 産 ６,２４８ ８,６８４ △  ２,４３５  

 そ の 他 １,１０３ １,０８６          １６  

 貸 倒 引 当 金 △       ３１０ △       ２７６ △        ３４  

 投 資 損 失 引 当 金 △    ４,９３７ △    ４,９０２ △        ３５  

 資 産 合 計 ３４２,６４４ ３６７,１３１  △ ２４,４８６  
 
(注) 
１. 
２. 

 
 

 
有形固定資産の減価償却累計額 
保証債務 

保証予約 
経営指導念書差入 

当    期 
２３０,５６９百万円 
２７,１７１百万円 

１２,０１２百万円 
 ３,１００百万円 

前    期 
２２７,７１６百万円 
２４,２５７百万円 

８,８０５百万円 
１２,６１６百万円 

 



－     － １７

（単位  百万円） 

 当          期 前          期  

 
科         目 

(15.3.31 現在) (14.3.31 現在) 
増           減 

 

 （ 負 債 の 部 ）     

  流  動  負  債   １２３,１４５   １６１,２３７ △  ３８,０９２  

 支 払 手 形  ３,１３６ １５,７６４ △ １２,６２８  

 買 掛 金 ６８,６０２ ６３,１７６      ５,４２６  

 短 期 借 入 金 ３０,８５０ ３０,８５０ －  

 一年以内返済長期借入金 ５００ ５００ －  

 一 年 以内償還社債      － １５,０００ △ １５,０００  

 一年以内償還転換社債      － １９,９９９ △ １９,９９９  

 未 払 金  ８,６２６  ７,７８０        ８４６  

 未 払 費 用 ９,００３ ６,６６６      ２,３３７  

 未 払 法 人 税 等 ２,０５１ １,１０９      ９４１  

 前 受 金 １６ ２５ △          ８  

 預 り 金 ２７３ ２７３            ０  

 そ の 他 ８３ ９０ △      ７  

  固  定  負  債    ９９,７０３    ８８,８１０    １０,８９３  

 社 債 ３０,０００ ２０,０００   １０,０００  

 転 換 社 債 ２０,０００ ２０,０００         －  

 長 期 借 入 金 ２５,０００ １５,５００ ９,５００  

退 職 給 付 引 当 金 ２４,３９９ ３２,９７１ △  ８,５７２  

役員退職慰労引当金 ３０４ ３３９ △     ３４ 

 

 負 債 合 計 ２２２,８４８ ２５０,０４７ △ ２７,１９９  

 （ 資 本 の 部 ）  

  資    本    金     ２５,８９３     ２５,８９３              －  

  資 本 剰 余 金     ６０,６６４     ６０,６６４              －  

   資 本 準 備 金     ６０,６６４     ６０,６６４          －  

  利 益 剰 余 金     ３０,８６０     ２７,６５３       ３,２０６  

   利 益 準 備 金      ５,８６５      ５,８６５          －  

   任 意 積 立 金     １８,９５３     １８,９０２       ５１  

 特 別 償 却 準 備 金 ７８ ２７ ５１  

 固定資産圧縮積立金 １,８６９ １,６５２ ２１７  

 圧縮特別勘定積立金   － ２１７ △   ２１７  

 別 途 積 立 金 １７,００５ １７,００５          －  

   当期未処分利益    ６,０４０    ２,８８４    ３,１５５  

  その他有価証券評価差額金       ２,４０４       ２,８７４ △      ４７０  

  自 己 株 式 △     ２７ △      ３ △     ２４  

 資 本 合 計 １１９,７９５ １１７,０８３ ２,７１２  

 負 債 及 び 資 本 合 計 ３４２,６４４ ３６７,１３１ △ ２４,４８６  

 



－     － １８

 

損       益       計       算       書 

（単位  百万円） 

  当        期 前        期   
 科                目 14.4. 1 から 13.4. 1 から 増        減  
  15.3.31 まで 14.3.31 まで   

    売 上 高 ３０１,０９３ ２８６,１５８ １４,９３５  

    売 上 原 価 ２６３,６３９ ２５３,８８７ ９,７５１  

 売 上 総 利 益   ３７,４５４   ３２,２７０    ５,１８３  

    販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ２７,１３６ ２８,３８９ △ １,２５２  

 営 業 利 益   １０,３１７     ３,８８１    ６,４３５  

    営  業  外  収  益     

 受 取 利 息 配 当 金 ６７４ ７０３ △    ２９  

 雑 収 入 １,８９６ ２,４４３ △   ５４６  

    営  業  外  費  用     

 支 払 利 息 １,１７０ １,１５１      １８  

 雑 損 失 ４０５ ４５５ △      ５０  

 経 常 利 益   １１,３１２     ５,４２１   ５,８９１  

    特   別   利   益     

 固 定 資 産 売 却 益 １９４ ２８２ △    ８７  

 有 価 証 券 売 却 益 － ６ △     ６  

 貸 倒 引 当 金 戻 入 額   ５８ １２１ △    ６３  

 厚生年金基金代行部分返上益 ８,８７９ －   ８,８７９  

    特   別   損   失      

 固 定 資 産 除 却 損 ８５２ ３８８     ４６４  

 有 価 証 券 等 評 価 損 １,４３２ ２,１０６ △   ６７３  

 投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 ２６４ ９３０ △   ６６５  

 棚 卸 資 産 廃 棄 損 １,６５０ －   １,６５０  

 構 造 改 善 費 ７２４ － ７２４  

 子 会 社 支 援 損 ７,０３１ － ７,０３１  

 税 引 前 当 期 純 利 益   ８,４８９   ２,４０７   ６,０８２  

   法人税、住民税及び事業税 ２,５５０ １,３００   １,２５０  

   法 人 税 等 調 整 額    １,４７７ △    ６８１    ２,１５９  

 当 期 純 利 益    ４,４６２    １,７８８   ２,６７３  

   前 期 繰 越 利 益 ２,１６６ １,６８４     ４８２  

   中 間 配 当 額 ５８８ ５８８ △     ０  

 当 期 未 処 分 利 益    ６,０４０    ２,８８４    ３,１５５  
 

 



－     － １９

 

利    益    処    分    案 

 

                                                                   (単位  百万円) 

 項                目 当        期 前        期  

 当 期 未 処 分 利 益 ６,０４０   ２,８８４   

  特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 １５ ７   

  圧縮特別勘定積立金取崩額   － ２１７   

 合              計 ６,０５６  ３,１０９  

 こ れ を 次 の と お り 処 分 い た し ま す 。  

 利 益 配 当 金 ５８８ ５８８  

  (１株につき３円) (１株につき３円)  

 取 締 役 賞 与 金 ８０ ７０  

 監 査 役 賞 与 金 ９ ８  

 特 別 償 却 準 備 金  ７ ５８  

 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金  ３８ ２１７  

 圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金 ８９ －  

 別 途 積 立 金 ３,０００   －  

 次 期 繰 越 利 益 ２,２４３ ２,１６６  

 



－     － ２０

 

 重要な会計方針  
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

    子会社株式及び関連会社株式・・・・移動平均法による原価法 
    その他有価証券 
                時価のあるもの・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法 

           （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は 
           移動平均法により算定） 

                時価のないもの・・・・移動平均法による原価法 
 
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 
        移動平均法による原価法 
 
３．固定資産の減価償却の方法 
        有形固定資産・・・・定率法 
                            ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く) 
                            については、定額法を採用しております。 
        無形固定資産・・・・定額法 
                            なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 
                            (５年)に基づく定額法を採用しております。 
 
４．繰延資産の処理方法 
        社債発行費は支出時に全額費用処理しております。 
 
５．引当金の計上基準 
        (1) 貸倒引当金 
                 期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績 
                 率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能 
                 見積額を計上しております。 
        (2) 投資損失引当金 
              関係会社に対する出資額の損失に備えるため､ 回収不能見込額を計上しております。 
        (3) 退職給付引当金 
                 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に 
                 基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 
        (4) 役員退職慰労引当金 
              役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお 
              ります。 
 
６．リース取引の処理方法 
        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ 
        いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
      (1) 消費税等の会計処理 
            税抜方式 
 
(2) 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

              ｢自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準｣（企業会計基準委員会 平成１４ 
 年２月２１日 企業会計基準第 1 号）が平成１４年４月１日以降に適用されることにな 
ったことに伴い、当期より同会計基準を適用しております。この変更に伴う損益に与え 
る影響はありません。なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照表の 
資本の部については、改正後の財務諸表等規則により作成、また、前期についても改正 
後の表示区分に組み替えております。 

 
(3) １株当たり当期純利益に関する会計基準等 

          ｢１株当たり当期純利益に関する会計基準｣（企業会計基準委員会 平成１４年９月２５ 
日 企業会計基準第２号）および｢１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針｣ 
（企業会計基準委員会 平成１４年９月２５日 企業会計基準適用指針第４号）が平成 
１４年４月１日以降に適用されることになったことに伴い、当期より同会計基準および 
同適用指針を適用しております。なお、当期において従来と同様の方法によった場合の 
「１株当たりの当期純利益」は２２円７５銭となります。 

 



－     － ２１

 
 
 

 

（追加情報） 

厚生年金基金の代行部分の返上について 

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成１４年５月１６日付で 
厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けております。 
なお、当社は、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」(公認会計士協会会計制度委員会 
報告第１３号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退 
職給付債務および返還相当額の年金資産の消滅を認識しております。 

 
 

有      価      証      券 

 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                               (単位  百万円) 

当期（平成 15 年 3 月 31 日現在） 前期（平成 14 年 3 月 31 日現在）  

 貸借対照表 

計 上 額 
時     価 差  額 

貸借対照表 

計 上 額 
時     価 差  額 

子会社株式 

関連会社株式 

1,614 

3,015 

1,228 

3,267 

△ 386 

251 

1,614 

1,888 

1,338 

2,017 

△ 275 

128 

合 計 4,629 4,495  △  134 3,502 3,355 △  147 
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役  員  の  異  動（平成１５年６月２７日付） 

 

１．代表者の異動 

該当事項はありません。 

  

２．その他役員の異動 

  （１）新任取締役候補 

取 締 役 

取 締 役 

取 締 役 

取 締 役 

箕 浦 輝 幸（現 トヨタ自動車株式会社常務取締役） 

森 山 正 和（現 理事 総合技術研究所電子システム研究部長） 

根 本  勉  （現 理事 KOYO CORPORATION OF U.S.A.(ｱﾒﾘｶ)出向） 

桑 原 英 雄（現 理事 営業本部第１東京支社長） 

 

 （２）新任監査役候補 

監 査 役 木 下 光 男（現 トヨタ自動車株式会社常務取締役） 

 

  （３）退任予定取締役 

常 務 取 締 役 

 

取 締 役 

取 締 役 

橋 口 浩 二（光洋シーリングテクノ株式会社 

取締役副社長に就任予定） 

渡 辺 捷 昭 

雀 部 好 彦（光洋販売株式会社取締役副社長に就任予定） 

 

 （４）退任予定監査役 

監 査 役 張 富 士 夫 

 

  （５）昇格予定取締役 

常 務 取 締 役 

常 務 取 締 役 

宗   眞 臣（現 取締役） 

梶 原 和 郎（現 取締役） 

 

 

 

 

 

                                                                                以     上 


